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　現在、いわゆる国際化に伴い、日本には200万人を超える
外国人が定住する。しかし、日本は初の「外国人急増」を
経験するわけではない。I945年8月、すでに日本には200万
人を越える在日朝鮮人が存在していた。2002年12月末現在、
その数は625，422人。1989年韓国の海外旅行自由化以来、増
加が顕著な新来・定住韓国人は、全在日韓国・朝鮮人人口
の2割以上を占める。さらに、約5万人にものぼる、ビザ
を持たない肉体労働者を合わせるとその数は3割を超え
る。（在日）外国人の専門的・技術的労働者の国際間移動に
ついてはこれまで、肉体労働者のそれと同一視して処理さ
れるか、無視されてきた。肉体労働者の国際移動の影で、
専門的・技術的労働者特有の移動動機や目的、就労実態、
その力学的システムはなお明らかではない。近年急増した
IT産業にかかわる技術者の研究は、共時的かつ歴史的に
（朝鮮半島出身者としての日本におけるその歴史的位置な
ど）依然としてほとんど行なわれてきていない。
　本論文は、まず、日本ソフトウェア産業で働く韓国人IT
技術者の実態を把握し、そこに内包される問題点や課題点
を引き出し、それが歴史的に持つ意味を探究する。一方で
また、韓国人IT技術者を「送り出した」側、「労働力輸出
国」韓国における政策をも視野に収めて分析する。
　調査対象は、プログラマー、システムエンジニアのよう
な技術者、さらに経営者、中問管理者、技術者を経た起業
家をも含む。聞き取り調査・アンケートを行ない、質的・
量的データをもとに、就労環境、彼らの置かれた杜会的な
地位、労働環境の変化や構造を把握した。
　前記対象に加え、彼らを囲む日本人派遣業者、在日韓国
人のコミュニティ団体関係者に聞き取り調査を行なった。
また、「IT技術者の海外就労プロジェクト」を打ち立てた
韓国政府関係者やそのプロジェクトを付託されたIT研修
機関関係者にもインタビューを行なった。
　2001年以降、韓国政府は国内就業難解消の政策として、
IT技術者の海外就業をもくろみ、IT研修制度への支援を行
なった。国家プロジェクトとして「日本就業IT教育」研修
を受けた技術者の日本就労経路は、まず日本IT企業の人材
要請をうけた日本の人材派遣会杜が韓国の産業人力公団へ
人材を要請、次に韓国政府が研修費用を支援する形で研修
機関に教育を委託、人材交流が行なわれている。
　IT技術者の日本への就職動機の特徴は、自已開発やキャ
リア開発をも望んでいるという点である。しかしながら実
際の環境はほとんど整備されておらず、技術者たちの不満
は大きい。その主要因は仕事内容および労働条件である。
技術者の多くは、情報システムサイクルのなかで、詳細設
計やコーディングのような下流工程の製造の仕事を担当し
ている。さらに、ソフトウェア産業の特徴でもある、「ゼネ
コン」型の下請けシステムは技術者の階層序列を拡大して
いる。日本の韓国系ソフトウェア会杜は4次以降の下請け
でしかなく、仕事内容も必然的に下流工程に極限されてい
る。そこで働く正杜員は、上流工程の仕事の経験やスキル
の熟練やノウハウももてないままに留め置かれている。
　もちろんこのような差別的構造は外国人労働者に限定さ
れない。しかしさらに言うなら、日本的経営の崩壊論や変
質論のなかで、日本人非正社員問題の影のもと、「外国人労
働者」の差別構造は日本人内部の間題と連動して明らかに
なるのではなく、むしろ潜伏化したと言っていい。
　結果として、受け入れ先企業で下流工程の仕事を担当す
る韓国人技術者は同レベルの日本人’と比較すると、人件費
はその約6～7割に抑えられている。
　外国人技術者に対する研修制度、とくに派遣社員技術者
の処遇は、改善されるべきである。技術者個々の技術能力
を精確に判断し、また彼らの志向を重視した形でのキャリ
ア開発の制度の強化、入国管理制度の見直しが求められる。
　韓国人IT技術者は、専門的・技術的知識も持ちながらも、
それをよりよく生かした仕事を得たり、また自分の夢を実
現するための研修や訓練をうけたりする機会を奪われてい
る。ホワイトカラーの上層部であるとみなされてはいるが、
その仕事の内容や、将来の展望への断念のありようなどは
単純労働者のそれと変わらないといえる。
　このような姿は植民地下、低賃金労働者として強制的に
連行され、日本の産業の補充的な役割を果たしながら最底
辺だった「朝鮮人労働者」ともその姿が重なる部分がある。
　「知識労働者」と「肉体労働者」、「専門的・技術的労働
者」と「単純労働者」、「旧来労働者」と「新来労働者」の
二分化された枠組みだけに留まらず、その枠組みを超えた
形で、労働者全体を捉える視点が、あらためてつよく求め
られている。
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